
 
 

平成 26 年 12 月 19 日 
各      位 

会 社 名   
代表者名 取締役社長  大 澤  正 典 
（コード番号 4828 東証第一部） 

問合せ先 常務取締役   片 山  博  
電  話 ０３－３５１０－１６００ 

 
 

株式会社野村総合研究所との資本業務提携 

および主要株主の異動に関するお知らせ 
 

 

当社は、本日の取締役会において株式会社野村総合研究所（以下「NRI」といいます。）との間

で業務提携を行うことを決議するとともに、資本提携を行うことを決議いたしました。これに伴

い、同社は主要株主に該当することとなりましたので、併せて下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

Ⅰ．資本業務提携 

１． 資本業務提携の理由 

NRIは、「コンサルティング」「金融ITソリューション」「産業ITソリューション」「IT基盤サー

ビス」の4つの事業を通して、社会の仕組みづくり、お客様のビジネス、人々の快適な暮らしを

支えています。特に、社会や企業のあるべき姿の実現に向けて提言を行う「ナビゲーション」

は、IT業界の他社にない大きな強みです。NRIは、この卓越した総合力により、あらゆる分野の

ビジネス向けに高品質なソリューションを提供しています。 

一方、当社は、基幹業務システム（ERP）の構築・導入支援サービスを中心として事業を展開

しています。長年にわたり同サービスを提供し続けている中で、特に製造業向けの生産管理シ

ステム構築で豊富な導入実績を有しています。 

このたびの当社とNRIの資本業務提携は、上記のようなNRIの高度なサービスとノウハウを活

用することにより、ERP事業を強化することが当社のねらいです。また、両社の強みを合わせ、

ソリューション提供力の向上を図りたいと考えております。 

 

２．資本業務提携の内容 

（１）業務提携の内容 

当社は、NRIのナビゲーション・コンサルティング力を活用し、当社のERP構築・導入支援サ

ービスにおける顧客への提供価値の向上を図ります。また、当社の製造業向けERP導入に関する

ノウハウを合わせ、ERPソリューションの提案活動強化と体制強化ならびにERPを活用したシス

テム構築のノウハウ蓄積を通じて、両社のERP事業の拡大を目指します。 
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（２）資本提携の内容 

NRI は、本日付で当社親会社である東洋エンジニアリング株式会社およびその他の当社大株

主より、当社株式 840,000株（発行済株式総数の 14.0％）を立会外取引により取得します。 

 
３．資本業務提携の相手先の概要 
（１） 名 称 株式会社野村総合研究所（東証一部 4307） 
（２） 所 在 地 東京都千代田区丸の内一丁目 6 番 5 号 
（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 嶋本 正 

（４） 事 業 内 容 コンサルティングサービス、ＩＴソリューションサービス（開発・

製品販売、運用サービス、商品販売） 
（５） 資 本 金 18,600 百万円 
（６） 設 立 年 月 日 昭和 41 年 1 月 5 日 

（７） 

大株主及び持株比率 
（平成 26年 9月 30日

現在） 
 

野村アセットマネジメント株式会社  
野村ファシリティーズ株式会社  
株式会社ジャフコ 
野村ホールディングス株式会社 
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパ

ニー505223 
（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営業部） 
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパ

ニー 
（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 
ＮＲＩグループ社員持株会 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）  
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）  
全国共済農業協同組合連合会 
（常任代理人 日本マスタートラスト信託銀行㈱） 

19.28％ 

8.27％ 

6.67％ 

5.78％ 

 

5.21％ 

 

 

3.47％ 

 

3.13％ 

2.66％ 

1.98％ 

1.88％ 

 

（８） 上場会社と当該会社 
と の 間 の 関 係 

資本関係・人的

関係・取引関係 

当社は、当該会社とシステムインテグレーショ

ンの受託等の取引関係があります。当社と当該

会社との間に記載すべき資本関係・人的関係

はありません。 
また、その他、当社ならびに当社の関係者およ

び関係会社と当該会社ならびに当該会社の関

係者および関係会社との間に、特筆すべき資本

関係・人的関係・取引関係はありません。 

関連当事者への

該 当 状 況 

関連当事者には該当しておりません。また、当

該会社の関係者および関係会社は、当社の関 
連当事者には該当しておりません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 
決算期 平成 24 年 3 月期 平成 25 年 3 月期 平成 26 年 3 月期 

 連 結 純 資 産 258,276 百万円 290,818 百万円 331,408 百万円 
 連 結 総 資 産 402,784 百万円 432,222 百万円 469,010 百万円 
 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 1309.39 円 1,464.11 円 1,657.15 円 
 連 結 売 上 高 335,554 百万円 363,891 百万円 385,932 百万円 
 連 結 営 業 利 益 43,152 百万円 43,967 百万円 49,816 百万円 
 連 結 経 常 利 益 44,686 百万円 45,858 百万円 52,360 百万円 
 連 結 当 期 純 利 益 32,920 百万円 28,612 百万円 31,527 百万円 
 １株当たり連結当期純利益 168.40 円 145.29 円 158.75 円 
 １ 株 当 た り 配 当 金 52.00 円 52.00 円 56.00 円 
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４．日程 

（１） 取締役会決議日  平成 26 年 12 月 19 日（金） 

（２） 業務提携契約書の締結日  平成 26 年 12 月 19 日（金） 

（３） NRIによる当社株式取得日（予定日）  平成 26 年 12 月 19 日（金） 

 
５．今後の見通し 
  当資本業務提携による平成 27 年 3 月期の当社連結業績への影響はありません。 

なお、次期以降の当社グループの業績に与える影響は現時点では精査中であり、開示す

べき事項が生じた場合には速やかにお知らせいたします。 

 
 
Ⅱ．主要株主の異動 
１．異動が生じた経緯 
  当資本業務提携にあたり、上述のとおり、NRI が当社親会社である東洋エンジニアリング株

式会社およびその他の当社大株主より、本日付で当社株式 840,000 株を取得することとなりま

した。これに伴い、NRIは当社の主要株主に該当する見込みです。 
 
２．新たに主要株主となる NRIの概要 
  上述「Ⅰ．３．資本業務提携の相手先の概要」をご参照ください。 
 
３．異動前後における NRI の所有する議決権の数（所有株式数）および総株主の議決権の数に対

する割合 

 議決権の数 
（所有株式数） 

総株主の議決権の 
数に対する割合※ 大株主順位 

異  動  前 
（平成 26 年 12 月 19 日取引前） ― ― ― 

異  動  後 
（平成 26 年 12 月 19 日取引後） 

8,400 個 
（840,000 株） 14.0％ 第 2 位 

※ 上記、「総株主の議決権の数に対する割合」は、平成 26 年 9 月 30 日現在の議決権数を基準としておりま

す。議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数は 1,200 株です。 
平成 26 年 12 月 19 日現在の発行済株式総数         6,000,000 株 

※ 大株主順位は平成26年9月30日現在の株主名簿に当異動等を考慮したものです。 

 
４．異動予定年月日 
  平成 26 年 12 月 19 日（金） 

 
５．今後の見通し 

当異動による平成 27 年 3 月期の当社連結業績への影響はありません。新たに主要株主とな

る NRIとの協力関係を強化して参ります。 
なお、当資本業務提携による業績への影響につきましては、上述「Ⅰ．５．今後の見通し」

をご参照ください。 
以 上 
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（参考）当期連結業績予想（平成 26 年 10 月 30 日公表分）および前期連結実績 

（単位：百万円） 
  連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 連結当期純利益 

当期連結業績予想 
（平成 27 年 3 月期） 11,700 200 190 70 

前期連結実績 
（平成 26 年 3 月期） 12,635 509 517 249 
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